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おわりに 

                                           平沼 光 

本稿ではこれまで再生可能エネルギーの主力エネルギー化に向けた視点、そしてトータルなカーボンニュート
ラルに向けた視点から様々な論点を考察してきた。まず第 1章にて、第6次エネルギー基本計画のレビューを行
うとともに、第 2章では再生可能エネルギーの主力エネルギー化に向けた施策について、再生可能エネルギーや
省エネ・高効率機器等における各種の技術を活かすための政策という視点と、変動性のある再生可能エネルギー
の導入拡大において課題となる需給調整への対処という視点から報告を行った。第3章では、トータルなカーボ
ンニュートラルに向けた施策として、エネルギー需要の高度化と最適化、産業界の脱炭素化という視点で報告を
行うとともに、再生可能エネルギー以外の電源としてその将来像を描く必要のある原子力と化石燃料の行方、そ
してカーボンニュートラルの担い手として役割が増してくる地域のあり方について報告を行った。 
日本のエネルギー政策の大方針となる第 6次エネルギー基本計画が2021 年 10 月に決定されたが、第１章にお
いて第 6 次エネルギー基本計画における 2030 年の電力構成見通しの問題点として、①高く設定された再生可能
エネルギー比率の実現性への疑問、②政治的な理由で維持された非現実的な原子力比率、③原子力比率維持のた
め過剰に削減された火力発電、④帳尻合わせのため不自然な形で削減された総発電電力量による産業縮小シナリ
オへの懸念、という 4 つの問題点が指摘されたように問題は山積している。2030 年まで残り少なくなった時間
の中でどこまで解決できるか、対応を急がなければならない。2050 年カーボンニュートラルに向けては、化石
燃料を代替するカーボンフリーな水素やアンモニアの調達量の確保と調達コスト低減を含め、非電力分野におけ
るカーボンニュートラルへの道筋をつける必要がある。また、2021 年 10 月 31 日～11 月 13 日に開催された
COP26 では、2022 年末までに 2030 年までの温室効果ガス削減目標を再検討し、強化することが決定されてお
り、日本も政策の積み増しを行う必要があるが、その際、第 6次エネルギー基本計画策定時のように帳尻合わせ
のような策定方法でよいのか、政策決定プロセスのあり方という点もあらためて検討する必要があるだろう。さ
らに、ロシアによるウクライナ侵攻により浮き彫りになったネルギー安全保障への対応を急がなければいけない
事態にもなっている。 
本研究プログラムでは、本稿で記した様々な論点と政策への示唆をさらに発展させ、カーボンニュートラルに
向けた日本のエネルギー政策のあり方を引き続き研究、提示していく予定である。 


